
                                     

 

公 示 
 
次のとおり契約相手方を公募します。 
 

令和 8 年 2 月 2 日 
 

国 土 交 通 省 共 済 組 合 
航空局支部長 宮澤 康一 
（ 公 印 省 略 ）  

 
 

令和８年度国土交通省共済組合航空局支部人間ドック健診 
 
１ 公募の趣旨 
 当共済組合における人間ドック健診の実施に際し、業務を委託する健診機関等を契約相

手方とする契約手続を行う予定としているので、令和７年度の契約健診機関等以外で、３

の公募に必要な資格に関する事項を満たし、本件の実施を希望する者の有無を確認する目

的で公募を実施するものである。公募の結果、参加届等を提出する者がいない場合には、

令和７年度の契約健診機関等と契約し、参加届等を提出する者があった場合には、参加届

等を提出する者のうち３に記載の事項並びに説明書及び仕様書に掲げた条件を全て満たす

と認められる全ての者及び令和７年度の契約健診機関等と契約を行う。 

 
２ 公募内容 

(1) 対象者 
国土交通省共済組合航空局支部の組合員及び被扶養配偶者 

(2) 業務内容 
仕様書のとおり  

(3) 契約期間 
契約締結日から令和９年１月３１日まで 

(4) 履行場所 
各健診機関等において実施 

 
３ 公募に必要な資格に関する事項 
(1) 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。 
(2) 国土交通省から指名停止の措置を受けていない者であること。 
(3) 令和４年４月１日から令和７年３月３１日において人間ドック検診を実施した実績

を１年以上有すること。 
(4) 仕様書に掲げる人間ドック健診を他業者に委託契約の全部を再委託することなく履

行できること。 
(5) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、

国土交通省の公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。 



                                     

 

(6)参加届等に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 
(7)経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 
(8)別紙一覧の都道府県内にある健診機関等であること。 

 
４ 参加届等提出書類の提出場所等 

(1) 問い合わせ先 
   〒１００－８９１８ 東京都千代田区霞が関２－１－３中央合同庁舎第 3 号館 7 階 

  国土交通省航空局 職員管理室 共済管理第一係 

  電話 ０３－５２５３－８１１１ 
(2) 説明書等の交付場所、期間及び方法 

① 場所：４(1)に示す場所 
② 期間：令和８年２月２日（月）から令和８年２月２４日（火）まで 
     土日祝日を除く１０時００分から１７時００分まで（１２時００分から１

３時００分までを除く）。 
③ 方法：手交又は電子メール 

(3) 提出書類、提出期限及び方法 
  ① 書類：説明書のとおり  
  ② 期限：令和８年２月２４日（火）１７時００分まで 

③ 方法：持参、郵送（書留郵便に限る。）又は電子メール（事前に４(1)へ連絡を入

れること。）により提出すること。ただし、土日祝日の受付は行わない。

上記期限までに到達しなかった場合は、当該参加届等は無効とする。 
 
５ 審査結果の通知 

 提出された参加届等に基づき審査を行い、審査終了後に申請者に対して電話等で審

査結果を通知する。 
 
６ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 
日本語及び日本国通貨に限る。 

(2)  契約書作成の要否 
要 

 (3) その他 
ア 本件に参加するために生じる一切の費用は、参加者の負担とする。 
イ 提出された一切の書類は返却しない。 
ウ 申込書の提出後、不明な点があったことを理由として異議を申し立てることはで

きない。 
エ 令和７年度受診見込者数を説明書に参考に示すが、令和８年度の受診希望は新た

に確認を行うため、受診見込者数に増減が生じる場合があること、また、契約を締

結しても受診希望がない場合もあることに留意のこと。 
オ 本件公募に係る契約は、国土交通省共済組合事業計画及び予算が認可され、予算

の執行が可能となって契約締結を行う。令和８年度国土交通省共済組合事業計画及



                                     

 

び予算が７年度内に成立することを前提とすれば、契約締結日は令和８年４月１日

以後となる。 



別紙

項番 航空局支部所属所所在地一覧

1 北海道
2 青森県
3 秋田県
4 岩手県
5 宮城県
6 山形県
7 福島県
8 新潟県
9 富山県

10 石川県
11 茨城県
12 埼玉県
13 千葉県
14 東京都
15 静岡県
16 愛知県
17 大阪府
18 兵庫県
19 和歌山県
20 岡山県
21 広島県
22 鳥取県
23 島根県
24 山口県
25 香川県
26 愛媛県
27 徳島県
28 高知県
29 福岡県
30 佐賀県
31 長崎県
32 大分県
33 宮崎県
34 熊本県
35 鹿児島県
36 沖縄県

※令和7年度12月31日時点


